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現行の中国圏広域地方計画について

第１章 中国圏のポテンシャルと課題

第１節 中国圏が有する
ポテンシャル

第２節 中国圏の課題
１．著しい人口減少と高齢化の進展
２．多数の小規模集落と過疎関係市町村
３．圏域内の利便格差
４．土砂災害・水害・地震等多発する大災害
５．顕在化するインフラの老朽化

第２章 中国圏の将来像

第１節 国内外の多様な交流と連携により発展する中国圏
第２節 産業集積や地域資源を活かし持続的に成長する中国圏
第３節 豊かな暮らしで人を惹きつける中山間地域や島しょ部

を創造する中国圏
第４節 新たなステージにも対応する安全・安心な中国圏
第５節 将来像において横断的に持つべき視点

第３章 中国圏の圏域整備の基本戦略とプロジェクト

第1節 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり
１．基幹交通の整備によるネットワーク強化
２．都市間の多様な連携の推進
３．拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中小都市の振興
４．東アジアを始めとする国際交流の推進

第２節 ものづくり産業の競争力強化、観光振興等経済の活性化
１．ものづくり産業のイノベーション等による競争力強化
２．基幹産業の競争力強化に直結する国際物流機能の強化
３．多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

第３節 中山間地域・島しょ部における人口減対策等地域振興の推進
１．地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇用創出
２．農林水産業の成長産業化と美しく活力ある農山漁村の創出
３．空き家活用等多様な転入支援策
４．「小さな拠点」の形成等による持続可能な生活サービスの確保

第４節 土砂災害・水害対策やインフラ長寿命化等による強靱な
圏域整備と安全・安心の推進

１．他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進
２．インフラ老朽化対策の推進
３．安全で安心な住宅・社会資本の整備

第５節 環境と産業・生活が調和した地域づくり
１．低炭素・循環型の地域づくり
２．瀬戸内海等の豊かな自然環境の保全・再生
３．美しい景観の保全整備

第６節 将来の発展を担う人材育成
１．中国圏の人材育成
２．若者・女性活躍社会、高齢者参画社会、障がい者参加社会

の実現

第４章 他圏域と連携して取り組むべき施策

第５章 効果的、効率的な計画の推進 １．投資の重点化･効率化と効果的な施策展開に向けた総合的なマネジメント
２．関連計画との連携
３．多様な主体の連携による計画の推進

『瀬戸内から日本海の多様な個性で対流し、世界に開かれ輝く中国圏』

１．地理的な優位性
２．豊かな自然環境
３．多様な文化と歴史
４．ものづくり産業の集積

■広域観光・インバウンド観光の促進 ■豊かな瀬戸内海の環境保全と再生
■産業集積地間の連携等による国際競争力強化 ■課題を共有した人材育成、地域づくり等の推進
■暮らしの安全・安心と防災ネットワークの整備

中国圏は、瀬戸内海から日本海において、国際的にも強みを持つ産業や観光資源を有し、また中山間地域や島しょ部においても多様で個性的な
文化が育まれてきた。さらに、アジアを見据え、九州圏と近畿圏や四国圏との結節点であることを活かし、社会・経済の多様な「対流」が促進される
ことにより新たな価値を創造するとともに、東アジアをはじめ世界とも繋がり成長しながら、人々が誇りと愛着を持って暮らせる圏域を目指す。



3

基幹交通の整備によるネットワーク強化

都市間の多様な連携の推進

拠点都市整備とコンパクトシティの推進
及び中小都市の振興

1-3
③

東アジアを始めとする国際交流の推進
1-4
④

ものづくり産業のイノベーション等による
競争力強化

2-1
⑤

基幹産業の競争力強化に直結する
国際物流機能の強化

2-2
⑥

多様な連携によるインバウンド・広域観光
の推進

2-3
⑦

地域資源を活かした産業の育成等による
新たな雇用創出

3-1
⑧

農林水産業の成長産業化と
美しく活力ある農山漁村の創出

3-2
⑨

空き家活用等多様な転入支援策
3-3
⑩

「小さな拠点」の形成等による
持続可能な生活サービスの確保

3-4
⑪

他圏域のバックアップも含めた
災害対策の推進

4-1
⑫

インフラ老朽化対策の推進
4-2
⑬

安全で安心な住宅・社会資本の整備
4-3
⑭

低炭素・循環型の地域づくり
5-1
⑮

瀬戸内海等の豊かな自然環境の保全・再生
5-2
⑯

美しい景観の保全整備
5-3
⑰

中国圏の人材育成
6-1
⑱

若者・女性活躍社会、高齢者参画社会、
障がい者参加社会の実現

6-2
⑲

重層的な

ネットワーク形成と
都市拠点の整備による
対流促進型圏域づくり

ものづくり産業の
競争力強化、

観光振興等経済の
活性化

中山間地域・島しょ部
における人口減対策等

地域振興の推進

土砂災害・水害対策や
インフラ長寿命化等

による強靭な圏域整備
と安全・安心の推進

環境と産業・生活が
調和した地域づくり

将来の発展を担う
人材育成

1

2

3

4

5

6

交通ネットワークを強化、
生活サービス機能維持、
コンパクトな街づくり、
連携中枢都市圏、定住自立圏等の実現、
文化・経済・観光交流、
国際平和･医療支援、国際交流促進、
コンパクト＋ネットワークの構築

など

グローバル産業の国際競争力と国際物流
機能の強化、産業の生産性向上、
クラスター形成や産学官連携による
イノベーション、観光地の魅力向上と
広域的な観光周遊ルートを形成 など

新たな産業創出や交流産業等による
雇用創出、高付加価値化、地産地消、
６次産業化、小さな拠点を実現、
活き活きとした中山間地域を実現、
移住・定住促進、
里山・里海、豊かなライフスタイル

など

風水害対策、自助・共助による
地域防災力、大震災時にも復興を促進
大都市圏や近隣圏域のバックアップ、
社会資本の長寿命化、
ライフサイクルコストの低減 など

【環境と産業・生活の調和】
低炭素や循環型の地域づくり、
豊かな自然環境の保全、再生、
美しい景観の保全整備

【人材育成】
地元大学と連携した産業振興や
地域づくりの担い手育成
若者・女性活躍社会、高齢者や障がい
者参画社会の実現

など

第１節
国内外の多様な交流と
連携により
発展する中国圏

第２節
産業集積や地域資源を
活かし持続的に
成長する中国圏

第３節
豊かな暮らしで
人を惹きつける
中山間地域や島しょ部を
創造する中国圏

第４節
新たなステージにも
対応する
安全・安心な中国圏

第５節
将来像において
横断的に持つべき視点

中国圏の将来像 基本戦略 プロジェクト

1-1
①

1-2
②

➢ 中国圏の将来像を実現するため、６つの基本戦略毎にとりまとめた１９のプロジェクトについて、各種施策の展開・具体化、進捗状況の検証等を行い、
計画の推進に向けた課題抽出やその対応等について検討、実施していくこととしている。

現行の中国圏広域地方計画について
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コロナ禍における人々の価値感や、多様なライフスタイルの変化を踏まえ、誰もがリアルの充
実とデジタルを活用することよって、自らが暮らし方や働き方を選択でき、一人一人のWell－
being向上や安心して暮らすことができる持続可能な地域を目指す地域生活圏を構築する。

中国圏の計画検討を進める上での新たな観点

◇一人一人のWell－being向上と持続可能な地域を目指す地域生活圏の実現
（デジタル化・地域生活圏）

■新しい視点
＜地域生活圏の実現＞＜デジタルの活用＞＜官民共創＞＜Well-being＞＜ＳＤＧs＞
・中国圏では、人口減少、少子高齢化等の影響が特に大きく、これまでのように行政を主体とし
たリアルの諸機能を提供するだけでは、地域を維持することができない。

・このため、リアルの充実とデジタルを積極的に活用して官民共創の取組を進めることによって
地域を維持する地域生活圏を構築することによって、人々が安心して暮らし続けられるようにな
り、個人と社会全体のWell-beingの向上やSDGｓが掲げる持続可能な社会の実現に繋げる。

＜関係人口の拡大・進化＞
・地域生活圏を実現するには、暮らしに不可欠な諸機能を確保するとともに、地域活動の担い手
となる多様な人材の確保が不可欠であり、二地域居住やテレワークなど多様な暮らし方や働き方
も活用しながら多様な関わりを持つ関係人口との拡大、深化を進める必要がある。

＜女性が活躍する地域＞
・中国地方において、人口減少、少子化の要因の一つとして、若年女性の流出が顕著であり、こ
の状況が続けば地域の持続可能性が難しくなる。

・このため、女性にとって魅力のある地域、地方でも女性の就職の選択肢が多い地域を目指し、
女性の流出に歯止めをかけるため女性が活躍できる社会環境の整備が重要となる。
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デジタル活用によって地域課題を解決する取組事例

※出典：デジタル都市国家構想実現会議（第１回若宮大臣提出資料）より作成

テレビ会議での遠隔授業（沖縄県与那国町）

生徒数の少ない離島など
の地域では教育機会が不
足し、授業の質や幅に都
市部との差が存在

テレビ会議システムを用
いて、生徒と東大生講師
がコミュニケーションを
とりながら遠隔双方向の
授業を実施

課
題
課
題

取
組

ドローンによるオンデマンド配送（山梨県小菅村）

人口の約半数が高齢者
である一方、隣町の
スーパーまで車で片道
約40分であることか
ら、買い物弱者が増加

スマート農業による遠隔操作（岐阜県海津市）

課
題

取
組

※出典：ドローンを活用した荷物等配送に関するガイドラインVer.3.0（国土交通省）より作成
※出典：農業新技術活用事例（令和3年度調査）（農林水産省）より作成

村内に物流倉庫（ドローンデポ®︎ ）を設置し、食料品や日
用品などを指定したドローン発着地点(ドローンスタンド®︎)
最短で30分でお届けするオンデマンド配送サービスを導入

農業従事者の高齢化や
後継者不足が進行する
中で、トマト栽培の経
営規模拡大に際して、
労働力が不足

課
題

取
組

プロファインダーを導入して、ハウス内設備を統合制御
することに活用。これにより、ハウス内設備で手動調整
していた作業を自動制御及び遠隔操作を行うことが可能
となり、作業時間の軽減し、経営規模拡大を実現。

MaaSによる交通課題解決（広島県庄原市）

過疎先進地である
庄原市は、公共交
通空白地が多く、
生活交通が不便で
あり、観光地への
二次交通が不足

課
題

取
組

庄原市中心部と帝釈峡を接続するデマンド交通サービスと
庄原市中心部と郊外部を接続するAIデマンドバスの導入に
より生活交通需要と帝釈峡への観光交通需要をカバー

※出典：令和元年度「スマートモビリティチャレンジ」支援対象（国土交通省）より作成

一人一人のWell―being向上と持続可能な地域を目指す地域生活圏の実現
（デジタル化・地域生活圏）
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せとうちファンづくりプロジェクト（三原市・竹原市・尾道市）

「転職なき移住」「ワーケーション」の創出・拡大に向けた取組（山口県） 「兼業・副業」を活用した新しい働き方の推進（鳥取県）

地域活動の担い手となる多様な関係人口の拡大、深化に向けた取組

一人一人のWell―being向上と持続可能な地域を目指す地域生活圏の実現
（デジタル化・地域生活圏）
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子育てカレッジ(岡山県)

女性の働きやすい環境づくりを支援する取組

一人一人のWell―being向上と持続可能な地域を目指す地域生活圏の実現
（デジタル化・地域生活圏）

（島根県） （島根県）

（島根県）
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カーボンニュートラルを実現するため、脱炭素に向けた水素・アンモニアエネルギーへの転
換、技術開発や設備投資等により、現在、瀬戸内海沿岸地域に集積するコンビナートの優位性
を活かした産業構造の転換を図る必要がある。

再生可能エネルギーを導入することによって、中山間地域において地域の資源を活かした新
たな産業として期待できる再生可能エネルギー関連産業を創造するとともに、災害時においても
エネルギーを安定供給するため、地域エネルギーの地産地消（産業化）を推進する。

中国圏の計画検討を進める上での新たな観点

◇カーボンニュートラルの実現を契機とした中国圏の産業再配置
（カーボンニュートラル・産業再配置）

■新しい視点

＜カーボンニュートラルの実現＞
＜中国圏のコンビナートの優位性を活した持続可能な産業の実現＞
＜産業構造の転換＞

・中国地方の強みである製造業は、鉄鋼、石油化学コンビナートとして瀬戸内海沿岸に集積しているが、これ
らの産業は、大量の温室効果ガスが排出している。

・これらの産業から排出される温室効果ガスの抑制を図ることによって、２０５０年のカーボンニュートラル
と持続可能な産業を実現し、地域が存立し続けるためには、新たな技術開発や設備投資により脱炭素関連産業
に円滑に移行するための産業構造の転換を図ることが重要である。

＜再生可能エネルギーの導入による地域振興＞

・カーボンニュートラルを実現するためには、積極的に再生可能エネルギーを導入する必要がある。

・地域の資源を活かしたバイオマス発電や、各種産業への裾野が広い洋上風力発電等の再生可能エネルギーの
導入は、地域における新たな産業を創出するとともに、地元企業が参入する関連産業の形成等による地域振興
を図ることが期待されている。
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カーボンニュートラルポートの推進（徳山下松港） 製鉄所の高炉を電炉に転換（JFEスチール）

カーボンニュートラルの実現を契機とした中国圏の産業再配置
（カーボンニュートラル・産業再配置）

・徳山下松港は、エネルギーミックス※1及びCCUS※2の取組推進
によるカーボンニュートラルの実現を目指す。

・特に、石炭･バイオマス･液化水素･MCH※3･アンモニアについ
ては、西日本エリアへのエネルギー供給拠点となる位置づけ。

※出典：山口県記者発表資料
「徳山下松港カーボンニュートラルポート（CNP）検討会の結果をとりまとめました」より

※1.エネルギーミックス：複数の発電方法（火力、水力、原子力、再生可能エネルギーなど）
を効率的に組み合わせ、社会に必要な電力を供給すること。
※2.CCUS：「CO2の回収・貯留・有効利用」をするサイクル。
※3.MCH：トルエンに水素を付加させて作る液体であり、水素ガスより体積当たり500倍以上
の水素を含み効率よく運搬できる。また、石油に似た性状の液体のため、既存の石油インフラ

の活用も可能。

・国内鉄鋼2位のJFEスチールが、西日本製鉄所倉敷地区の高
炉1基を2028年前後に高炉から二酸化炭素（ＣＯ２）の排出
量が少ない高効率・大型電気炉導入を検討。

※出典：JFEスチール㈱資料より

カーボンニュートラルにむけた対応
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森づくりとあわせたバイオマス発電(岡山県真庭市)

※出典：内閣官房 ｢国･地方脱炭素実現会議ヒアリング(第１回)｣資料より

大規模太陽光発電所(ﾒｶﾞｿｰﾗｰ)の整備（岡山県瀬戸内市）

・瀬戸内市では国内最大のメガソーラーとして2018.10月より
操業開始。最大約235MWの電力供給が可能で、瀬戸内市内
のCO2排出量の約半分を削減することが可能とされている。

・真庭市では｢エネルギーの森づくり｣として、人出の入らな
かった広葉樹林の
循環利用を復活し、
森林整備、木材、
バイオマス産業の
構築を推進。

※出典：瀬戸内Kirei太陽光発電所HPより

山間部を中心に新たな風力発電が計画中（島根県）

エネルギーの安定供給に向けて

※出典：令和３年度第２回中国
地域発展推進会議資料より

カーボンニュートラルの実現を契機とした中国圏の産業再配置
（カーボンニュートラル・産業再配置）

洋上風力に係る新工場を建設予定（JFEエンジニアリング）

※出典：JFEエンジニアリング株式会社HPより抜粋

・JFEエンジニアリングは、洋上風力発電設備の着床式基礎（モノ
パイル式）新工場の設備投資を決定。

・モノパイル式基礎は、支柱としてのモノパイルと風車タワーと
の接続のためのトランジションピースで構成され、極厚・大口
径・長尺の超重量物で、国内既存工場では製造が困難な大きさ
であり、完成すれば国内初のモノパイル式基礎製造工場となる。

※出典：島根県HPより
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気候変動に伴い甚大化する災害に対して、行政、民間、住民等の多様な主体が総力を結集し、

ハード整備だけに頼らない自らの命は自らが守ることを意識した住民避難等の事前防災につな

げるソフト施策も一体となった防災・減災対策に取り組むとともに、国土強靱化計画に基づく

総合的な対策を推進する。

中国圏の計画検討を進める上での新たな観点

■新しい視点

＜甚大化する災害等に対して総力戦で挑む防災、減災対策＞＜国土強靱化計画＞

・流域治水等にみられる多様な主体によるハード、ソフト施策対策を総合的に実施する。

＜災害リスクエリアにおける開発規制とより安全な地域への居住誘導＞

・災害ハザードエリアにできるだけ住まわせないための土地利用規制、誘導等により、防災・減災

のための住まい方や土地利用を推進する。

＜予防保全型インフラメンテナンスへの転換＞

・インフラ老朽化対策を着実に進めるため、インフラの機能に支障が生じる前に対策を行う「予防

保全」への本格転換を図る。

◇気候変動に伴い甚大化する災害から命と暮らしを守るため総力戦で挑む防災・減災対策
<総力戦で挑む防災、減災の取組> （防災・減災）
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気候変動に伴い甚大化する災害から命と暮らしを守るため総力戦で挑む防災・減災対策
<総力戦で挑む防災、減災の取組> （防災・減災）

出典：中国地方整備局『流域治水プロジェクト』
三次市 提供

中国地方の13の一級水系で「流域治水」による水災害対策を推進

畠敷・願万地地区
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気候変動に伴い甚大化する災害から命と暮らしを守るため総力戦で挑む防災・減災対策
<総力戦で挑む防災、減災の取組> （防災・減災）

出典：中国地方整備局 『流域治水プロジェクトの更新について』

【事例】江の川水系における流域治水の取組
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逆線引きの推進（広島県）

※出典： 広島県

市街化区域内の土砂災害特別警戒区域を市街化調整区域に編入（逆線引き）する取組について

予防保全型インフラメンテナンスの推進

土地利用規制・予防保全

気候変動に伴い甚大化する災害から命と暮らしを守るため総力戦で挑む防災・減災対策
<総力戦で挑む防災、減災の取組> （防災・減災）

・広島県は、全国で最も多い約45000箇所の土砂災害特別警戒
区域（レッドゾーン）が指定されている。
安全な地域への居住の誘導を図っていくためレッドゾーンを
対象に、「市街化区域」を「市街化調整区域」へ見直す『逆
線引き』の取組を推進

・中国圏において、早期に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ）
又は緊急に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された
橋梁で、令和元年度までに修繕等の措置に着手した割合は、
中国地方整備局で71％、地方公共団体が25％（R3年度末集
計）となっている。

・こうした老朽化が進むインフラに対しては、予防保全型のメ
ンテナンスを通じ将来にかかる維持管理・更新費用を可能な
限り抑制する持続可能な取組が進む

※出典： 中国地方整備局

『道路構造物の老朽化対策』



ご議論いただきたい事項
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○中国圏を取り巻く社会経済情勢のなかで、現行計画策定後に
大きな変化があった事項について、現状と課題、対応方針に
ついてとりまとめ

⇒整理の仕方は適切か、抜けている視点や強調すべき事項
は何か。

○中国圏の計画検討を進める上での新たな観点について、現行計
画に位置付けられていない新たな観点として次のとおり抽出。

1)一人一人のWell―being向上と持続可能な地域を目指す地域生活圏の実現
2)カーボンニュートラルの実現を契機とした中国圏の産業再配置
3)気候変動に伴い甚大化する災害から命と暮らしを守るため総力戦で挑む防災・減
災対策

⇒３つの観点はどうか。どのような観点に重点をおいて、
広域地方計画の方向性を示すべきか。


